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前橋財務事務所 



１．個人消費

[グラフ１]

[経済産業省]

[グラフ２]

[経済産業省]

[グラフ３]

[経済産業省]

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直している

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

前年増減率（全店） 5.4 5.9 1.3 ▲ 0.7 0.8 ▲ 2.3 0.3 1.4 ▲ 3.9 ▲ 0.6 ▲ 4.2

前年増減率（既存店） ▲ 0.9 2.2 ▲ 0.6 0.4 ▲ 1.6 ▲ 2.0 1.1 2.3 ▲ 2.2 1.1 ▲ 2.8

▲ 6.0

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0
（％） 百貨店・スーパー販売額

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

前年増減率（全店） ▲ 4.7 ▲ 3.4 ▲ 3.5 2.5 ▲ 7.1 0.6 5.7 3.3 ▲ 1.1 4.1 ▲ 3.6

▲ 9.0

▲ 6.0

▲ 3.0

0.0

3.0

6.0

9.0
（％） コンビニエンスストア販売額

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

前年増減率（全店） 3.9 4.3 ▲ 3.2 ▲ 1.3 ▲ 8.5 ▲ 4.3 ▲ 3.2 1.7 ▲ 2.3 0.5 1.4

▲ 9.0

▲ 6.0

▲ 3.0

0.0

3.0

6.0
（％） ドラッグストア販売額
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[グラフ４]

[経済産業省]
[グラフ５]

[経済産業省]

[グラフ６]

[日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会]

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

前年増減率（全店） 5.4 50.9 40.6 5.2 34.5 46.8 34.6 16.5 ▲ 18.6 5.6 ▲ 14.2

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
（％） 家電大型専門店販売額

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

前年増減率（全店） 0.1 2.7 ▲ 2.2 ▲ 7.2 ▲ 4.1 ▲ 4.6 ▲ 3.8 ▲ 8.3 ▲ 9.1 ▲ 6.0 ▲ 12.2

▲ 15.0

▲ 12.0

▲ 9.0

▲ 6.0

▲ 3.0

0.0

3.0

6.0
（％） ホームセンター販売額

2年
10-12月

3年
1-3月

4-6月 7-9月
3年
3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月

普通車 36.7 14.2 48.5 2.0 10.3 62.7 71.3 25.7 20.7 28.3 ▲ 26.0

小型車 5.1 ▲ 15.2 ▲ 0.1 ▲ 25.1 ▲ 13.3 11.0 ▲ 0.1 ▲ 9.7 ▲ 10.3 ▲ 13.6 ▲ 46.2

軽乗用車 17.3 7.3 39.0 ▲ 26.1 13.5 39.5 114.8 1.9 ▲ 18.3 ▲ 18.4 ▲ 38.3

合計 20.5 2.7 29.0 ▲ 16.6 3.9 36.4 56.4 6.5 ▲ 3.6 ▲ 3.0 ▲ 36.1

▲ 60

▲ 40

▲ 20
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（％） 乗用車新車登録届出台数（前年増減率）
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２．生産活動

[グラフ７]

[群馬県]
[グラフ８]

[群馬県]

一進一退の状況にある

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

生産 95.5 96.6 102.0 94.0 108.6 102.6 88.6 92.5 100.8 97.1 90.0

出荷 89.5 91.6 92.2 96.6 86.9 90.2 90.0 97.9 101.9 94.9 89.9

在庫 115.7 125.1 128.9 119.5 125.3 147.5 136.9 114.4 107.1 118.4 109.4

80
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110

120

130

140

150

（指数）平成27年=100

生産・出荷・在庫指数（季節調整済）

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

輸送機械 89.8 92.7 77.7 80.7 66.5 77.4 65.1 83.8 93.3 79.3 80.3

食料品 103.4 98.1 100.7 103.2 97.5 107.3 100.7 101.4 107.4 105.1 106.9

化学 158.5 133.0 211.2 126.5 315.5 190.9 122.9 122.8 133.9 158.7 123.0

汎用・生産用

・業務用機械
63.5 59.5 69.5 70.9 65.1 64.5 74.7 64.0 73.9 90.2 62.7

20

60
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140

180
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340

（指数）平成27年=100
業種別生産指数（季節調整済）
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３．雇用情勢

[グラフ９]

[厚生労働省]

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある

2年

9月
10月 11月 12月

3年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

新規求人数 11,413 11,547 11,209 11,937 11,788 9,673 11,032 12,295 11,596 12,492 12,089 11,247

新規求職者数 5,980 5,962 6,127 5,871 5,880 5,709 6,199 6,384 5,607 5,983 5,740 6,084

有効求人倍率 1.10 1.12 1.13 1.12 1.16 1.16 1.15 1.19 1.22 1.27 1.36 1.34

新規求人倍率 1.91 1.94 1.83 2.03 2.00 1.69 1.78 1.93 2.07 2.09 2.11 1.85
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（倍） 有効求人倍率・新規求人倍率・新規求人数・新規求職者数（季節調整値） （人）
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４．設備投資

[グラフ１０]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

５．企業収益

[グラフ１１]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

６．企業の景況感

[グラフ１２]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

３年度は増加見込みとなっている

３年度は増益見込みとなっている

「下降」超幅が縮小している

2年

7-9月
10-12月

3年

1-3月
4-6月 7-9月 10-12月

4年

1-3月

全産業 ▲ 14.2 2.9 ▲ 11.8 ▲ 6.1 ▲ 3.1 3.1 0.8

大企業 0.0 24.1 28.6 ▲ 13.3 ▲ 3.6 0.0 3.6

中堅企業 6.1 14.7 ▲ 12.9 16.1 ▲ 15.6 ▲ 3.1 ▲ 3.1

中小企業 ▲ 27.8 ▲ 10.4 ▲ 26.0 ▲ 12.7 2.9 7.1 1.4

▲ 50

▲ 30

▲ 10

10

30

50

（％ポイント）
景況判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

上
昇
超

下
降
超

見通し
現状

3年度

（前年同期比増減率）

全産業 67.2

製造業 377.0

非製造業 2.2
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（％） 経常利益（業種別）

3年度

（前年同期比増減率）

大企業 88.4

中堅企業 18.7

中小企業 26.3
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（％） 経常利益（規模別）

3年度

（前年同期比増減率）

大企業 27.4

中堅企業 39.1

中小企業 34.0
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（％） 設備投資計画額（規模別）

3年度

（前年同期比増減率）

全産業 29.0

製造業 50.1

非製造業 19.1
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（％） 設備投資計画額（業種別）
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７．住宅建設

[グラフ１３]

（注）合計には給与住宅を含んでいる。 [国土交通省]

８．公共事業

[グラフ１４]

（注）四捨五入の関係上、各発注者の総和は計に一致しない場合がある。 [東日本建設業保証株式会社ほか]

前年を下回っている

前年を上回っている

2年
7-9月

10-12月
3年
1-3月

4-6月
3年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月

持家 ▲ 12.0 ▲ 5.7 4.5 22.7 27.2 ▲ 10.9 23.8 20.8 23.3 8.8 12.8

分譲 9.0 ▲ 18.6 1.9 ▲ 5.1 4.4 26.4 ▲ 39.2 14.7 34.9 ▲ 21.8 58.8

貸家 ▲ 28.0 ▲ 30.0 ▲ 34.1 18.3 ▲ 28.3 ▲ 35.5 ▲ 20.8 69.7 59.8 ▲ 39.9 76.9

合計 ▲ 10.9 ▲ 15.0 ▲ 7.4 14.1 6.6 ▲ 8.0 ▲ 7.8 24.3 32.2 ▲ 10.9 33.5

▲ 55

▲ 30

▲ 5

20

45

70

（％） 新設住宅着工戸数（前年増減率）

2年

10-12月

3年

1-3月
4-6月 7-9月

3年

3月
4月 5月 6月 7月 8月 9月

県 ▲ 0.6 ▲ 13.5 ▲ 22.0 ▲ 42.3 ▲ 15.6 ▲ 18.7 ▲ 53.3 ▲ 8.6 ▲ 34.8 ▲ 35.0 ▲ 52.4

国 ▲ 20.8 ▲ 43.4 25.0 ▲ 42.6 ▲ 82.4 ▲ 29.2 ▲ 6.3 107.0 ▲ 59.6 ▲ 11.8 ▲ 15.8

市町村 16.0 ▲ 30.4 24.5 36.7 ▲ 42.5 ▲ 2.7 12.4 43.4 97.0 33.3 ▲ 7.9

合計 8.8 ▲ 19.8 11.2 ▲ 15.5 ▲ 27.6 ▲ 7.2 ▲ 1.2 42.4 ▲ 6.6 ▲ 4.2 ▲ 32.9

▲ 110

▲ 70

▲ 30

10

50

90

130

（％）
公共工事の前払金保証請負金額（前年増減率）
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９．企業倒産

[グラフ１５]

（注）調査対象：負債総額１，０００万円以上 [㈱東京商工リサーチ前橋支店]

[グラフ１６]

（注）調査対象：負債総額１，０００万円以上 [㈱東京商工リサーチ前橋支店]

負債額は前年を上回っている

2年

10月
11月 12月

3年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

件数 6 5 3 5 3 6 3 2 13 3 3 7

前年増減率 ▲ 14.3 0.0 ▲ 40.0 ▲ 44.4 ▲ 57.1 0.0 ▲ 76.9 ▲ 33.3 44.4 ▲ 57.1 ▲ 57.1 133.3

▲ 110

▲ 60

▲ 10

40

90

140

0

5

10

15

（％）（件数） 倒産件数

2年

10月
11月 12月

3年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

負債額 1,693 3,184 229 3,182 370 606 717 28 7,364 71 1,486 636

前年増減率 46.8 137.4 ▲ 65.0 510.7 ▲ 48.4 ▲ 31.1 ▲ 4.3 ▲ 99.5 421.5 ▲ 89.5 3.4 290.2

▲ 300

▲ 100

100

300

500

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（％）（百万円） 負債額
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